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住 宅 用 火 災 警 報 器

子ども手当費 1,028,380 
児童扶養手当費 265,883 
乳幼児医療費助成事業 88,942 
民営保育所費 865,877 
公立保育所費 198,269 
小中連携学力向上推進プロジェクト事業 12,963 
デジタル教科書購入費 8,917 
緊急雇用創出学校教育活動支援事業 34,108 
緊急雇用創出学校図書館支援員配置事業 31,865 
香長中学校武道場・部室棟建設事業 175,946 
中学校吹奏楽部楽器購入費 5,320 

事業費（千円）

街路事業高知南国線整備事業 814,271 
高知南国道路周辺対策事業 95,472 
社会資本整備総合交付金事業 155,925 

（稲吉南線・稲吉明見線・永田本村線・下咥内
 １号線・宍崎１号線・篠原４号線・107号線・
 119号線・127号線・表大道線・橋梁長寿命化
 修繕計画策定業務委託）
道路橋梁維持・新設改良事業 85,945 
新川雨水浸水対策事業 150,000 
公共下水道事業 95,100 
土地区画整理事業 53,928 

住宅耐震対策促進事業 5,652 
木造住宅耐震設計・改修補助 48,400 
消防団消防ポンプ自動車購入費 24,003 
高機能消防指令システム購入費 222,611 
救急資機材整備事業 926 
みんなで備える防災対策事業 8,184 
防災行政無線実施計画委託費 10,973 
地域防災計画見直し業務委託費 3,990 
特殊地下壕進入防止工事費 29,113 
防災費 8,719 
がけくずれ住家防災対策事業 5,000 

はじめくんとたつやくんの っておこう予算内容

●都市基盤整備対策
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平成23年度　
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異動総数　140名
行政
技師等
保育士・幼稚園教諭
調理師（保育所・幼稚園・学校）
消防士
保健師等

77名
2名
16名
9名
32名
4名

市
役
所

人
事
異
動

市
役
所

人
事
異
動

●産業振興対策

塵芥処理関係事業 141,737 
香南清掃組合負担金 286,018 
し尿処理施設運営事業 223,956 
最終処分場管理費 68,973 
香南斎場負担金 37,293 
合併処理浄化槽設置整備事業 33,134 
環境配慮活動推進事業 5,795 
住宅用太陽光発電システム設置費補助 6,800 
環境委員会事業 5,191 
緊急雇用創出市有施設環境美化清掃事業 4,123 
舟入川等清掃委託事業 1,290 

事業費（千円）

●教育・子育て支援・少子化対策

農業振興育成事業補助 28,471 
園芸団地整備特別対策事業 25,412 
中山間地域直接支払制度事業 15,683 
林業振興育成事業補助 22,932 
木質ペレットボイラー購入事業 23,040 
ふるさと雇用再生企業団地内企業及び製造業連携支援事業 4,955 
重点分野雇用創造ごめん・ありがとう賑わいまちづくり事業 10,286 
ごめんの軽トラ市支援事業費補助 600 
産業振興推進総合支援事業費補助 1,000 

事業費（千円）

事業費（千円）●地震・防災対策

●健康対策 事業費（千円）

保健衛生予防費 78,194 
子宮頸がん・ヒブ・肺炎球菌ワクチン予防接種委託費 82,129 
保健事業費 27,146 
食生活改善推進事業 1,792 
口腔衛生関係事業 1,073 
健康文化都市づくり事業 1,007 
精神保健事業 548 
ふるさと雇用あったかふれあいセンター事業 13,424 
隣保館デイサービス事業 1,460 

●環境対策 事業費（千円）

平成23年度 当初予算の主な重点施策

◎「住宅用火災警報器」の設置が
　義務化されました
　消防法の改正により、平成23年６月１日から
全ての住宅に住宅用火災警報器の設置が義務化さ
れました。火災による死者の８割は住宅火災から
発生しており、火災をいち早く知らせて被害の拡
大を防いでくれる住宅用火災警報器の重要性は高
まっています。「まだ付けていない」という人は、
早めに設置しましょう。

◎なぜ設置するの？
　平成18年に発生した住宅火災100件あたりの死
者発生率を比較すると、住宅用火災警報器が設置
されていない住宅火災では7.7人となっています。
一方、住宅用火災警報器を設置している住宅火災
では2.4人となっています。住宅用火災警報器を
設置することにより、死者発生率をおよそ３分の
１まで減少させることができるのです。

※お問い合わせは、消防本部予防課予防係（☎８６３－３５１１）まで

（総務省消防庁調べ）
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設置あり

約1/3減

６月１日から全ての住宅に設置義務


